
京都市特定非営利活動促進法の施行に係る様式を定める要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、特定非営利活動促進法（以下「法」という。）、京都市特定非営利活

動促進法施行条例（以下「条例」という。）及び京都市特定非営利活動促進法施行細則（以

下「規則」という。）の施行に係る様式を定めるものとする。 

（設立の認証の申請） 

第２条 法第１０条第１項に規定する申請書は、設立認証申請書（第１号様式）によるも

のとする。 

（縦覧期間中の補正） 

第３条 法第１０条第４項の規定による補正は、補正後の申請書又は書類を添付した補正

書（第２号様式）により行うものとする。 

（設立登記の完了の届出） 

第４条 法第１３条第２項の規定による届出は、設立登記完了届出書（第３号様式）によ

り行うものとする。 

（役員の変更等の届出） 

第５条 法第２３条第１項の規定による届出は、役員変更等届出書（第４号様式）により

行うものとする。 

（定款の変更の認証申請等） 

第６条 法第２５条第４項に規定する申請書は、定款変更認証申請書（第５号様式）によ

るものとする。 

２ 法第２５条第６項の規定による届出は、定款変更届出書（第６号様式）により行うも

のとする。 

（定款の変更登記の完了に係る証明書の提出） 

第７条 法第２５条第７項の規定による登記事項証明書の提出は、定款の変更の登記完了

提出書（第７号様式）により行うものとする。 

（事業報告書等の提出） 

第８条 法第２９条の規定による事業報告書等の提出は、事業報告書等提出書（第８号様

式）により行うものとする。 

（解散の認定の申請） 

第９条 法第３１条第２項の規定による認定の申請は、解散認定申請書（第９号様式）に

より行うものとする。 

（解散の届出） 

第１０条 法第３１条第４項の規定による届出は、解散届出書（第１０号様式）により行

うものとする。 

 



（清算人の届出） 

第１１条 法第３１条の８の規定による届出は、清算人就任届出書（第１１号様式）によ

り行うものとする。 

（残余財産の譲渡の認証申請） 

第１２条 法第３２条第２項の規定による認証の申請は、残余財産譲渡認証申請書（第１

２号様式）により行うものとする。 

（清算結了の届出） 

第１３条 法第３２条の３の規定による届出は、清算結了届出書（第１３号様式）により

行うものとする。 

（合併の認証申請） 

第１４条 法第３４条第５項において準用する法第１０条第１項に規定する申請書は、合

併認証申請書（第１４号様式）によるものとする。 

（合併登記の完了の届出） 

第１５条 法第３９条第２項において準用する法第１３条第２項の規定による届出は、合

併登記完了届出書（第１５号様式）により行うものとする。 

（認定の申請） 

第１６条 法第４４条第２項に規定する申請書は、認定特定非営利活動法人としての認定

を受けるための申請書（第１６号様式）によるものとする。 

（認定の有効期間の更新申請） 

第１７条 法第５１条第５項において準用する法第４４条第２項に規定する申請書は、認

定特定非営利活動法人の認定の有効期間の更新の申請書（第１７号様式）によるものと

する。 

（認定特定非営利活動法人等の代表者の氏名の変更の届出） 

第１８条 法第５３条第１項の規定による届出は、認定（特例認定）特定非営利活動法人

の代表者変更届出書（第１８号様式）により行うものとする。 

（役員報酬規程等の提出） 

第１９条 法第５５条第１項（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定による書

類の提出は、認定（特例認定）特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書（第１９号

様式）により行うものとする。 

２ 法第５５条第２項（法第６２条において準用する場合を含む。）の規定による法第５４

条第３項の書類の提出は、認定（特例認定）特定非営利活動法人が助成金の支給を行っ

た場合の実績の提出書（第２０号様式）により行うものとする。 

（特例認定の申請） 

第２０条 法第５８条第２項において準用する法第４４条第２項に規定する申請書は、特

例認定特定非営利活動法人としての特例認定を受けるための申請書（第２１号様式）に

よるものとする。 



（認定特定非営利活動法人等の合併の認定の申請） 

第２１条 法第６３条第５項において準用する法第４４条第２項（法第６３条第５項にお

いて準用する法第５８条第２項において準用する場合を含む。）に規定する申請書は、特

定非営利活動促進法第６３条第１項又は同条第２項の合併の認定を受けるための申請書

（第２２号様式）によるものとする。 

（雑則） 

第２２条 法、条例、規則及びこの要綱の規定により提出する書類は、日本工業規格Ａ列

４番とする。ただし、官公署が発給した書類については、この限りでない。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和３年６月９日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、当分の間、これを使用することができる。 


